
資料３

令和５年度 第１回 岐阜県木の国・山の国県民会議

岐阜県 林政部 森林活用推進課



・２０５０年カーボンニュートラルの実現、ＳＤＧｓの達成
・ＥＳＧ投資やインパクト投資の拡大
・ＧＸ推進法の制定（２０２６年度排出量取引市場の本格稼働）

（仮称）Ｇ－クレジット制度創設の目的（１）
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・２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた取組みの強化
（温室効果ガスの排出削減強化、カーボン・クレジットを活用したオフセット）

・森林（環境）保全への取組みへの関心の高まり

・⾧期間にわたる林業経営活動において、収益を確保できる機会はほぼ木材販売
（間伐・主伐）に限定

・木材販売に加え、新たな収益源の確保が必要

森林・林業・木材産業による「グリーン成⾧」



（仮称）Ｇ－クレジット制度創設の目的（２）

（国（経産・環境・農水省）が運営）

省エネ・再エネ設備の導入や森林管理等に
よる温室効果ガスの排出削減・ 吸収量を
クレジットとして認証する制度
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（仮称）Ｇ－クレジット制度の意義

①無価値の価値化
「木の国・山の国」の豊富な森林の二酸化炭素吸収量をクレジット化（見える化）
②山元への資金還元
林業事業者、森林所有者の森林整備に対する意欲・関心の向上
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①企業価値の向上
ＥＳＧ投資など外部資金の確保、取引先との関係構築、製品やサービスの差別化
②地域貢献
県内各地の森林づくりを応援、地域密着型の貢献
③脱炭素・SDGs等への取組み
温室効果ガス排出量のオフセット、ＣＳＲ

「脱炭素社会ぎふ」実現への貢献
・森林整備を推進することで、森林の二酸化炭素吸収量が増加
・社会全体で環境保全活動を展開



〇 J－クレジットと（仮称）G－クレジットの対象森林

（参考）近年の岐阜県内の間伐実施面積

※ 森林経営計画面積はＲ３年度末現在の森林経営計画策定面積であり、過去に策定された森林経営計画は含まない。
※ 国はＪ－クレジット制度の見直しを行い、森林経営計画外の一部（植栽放棄地の再造林）と森林経営計画内の法令等で

保護・保全された天然林を対象に追加し、令和4年8月10日に施行

（仮称）Ｇ－クレジット制度で対象とする森林の考え方

※ その他事業とは県環境税や国譲与税による間伐事業や県単の自伐林家型地域森林整備事業等によるもの

※

（ha）
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R4.8.10
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（仮称）Ｇ－クレジットの認証・売買までの流れ



カーボン・クレジットのニーズと活用状況
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（仮称）Ｇ－クレジット活用促進に向けた事例（案）
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■ 企業価値の向上

■ 地域貢献

■ 脱炭素・SDGs等への取組み


